
令和7年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会
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６．対応方針（原案）

• 保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上
でも事業継続の必要性がある。

• 用地進捗率は100％であり、工事にも着手済みである。これに
より完了見通しも立っているため、早期に整備効果発現の見込
みがある。

• 地元からの要望により開始した事業であり、地元からも早期完
成を求められている。

• 事業費の増額及び工期の延長はあるものの、費用対効果が十
分見込まれる。
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